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2 '水 414年度Jと はirm"!阿の前年度を 「 日標年度」とは計田lJl何の最終年度をいいます.
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京都府久世郡久御山町市田新珠城 27

京都府HL球掃暖化対策条例第 18条第 1項 (第18条第″項、第 18条第 3項)の 規定 |こより提出します
特定事業者 の

主たる業種

電線 ・ケーブル製造、販売

該当する事業
者要件

▼ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換

算 して1,500キロリットル以上))

「
喬架頃瑞鍛 観客駅空ツ釜整舗

は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又

150両以上)

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事

業者 (二離化炭素に換算 して3000ト ン以上))

計 画 期 間 平成  18 年  4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 め導入により、(D省エネルギーの推進 Q)魔案物排出量の削滅 贈)環

境配慮型製品の開発 は)環境負荷化挙物質の管理等により温室効果ガス排出量の最小化を目指す。

推 進 体 制 社長、環境ISO管理賞任者をトップとする環境保護靴辻組織を設け、日標とその実施計画を策定、月単位で進捗管理する。

年度 ことの具

体的な取組及
び措置

年 度 設備、対象、工程等 計 画 内 容

iS～ 19 次の取組みによリエ' ルギー使用量原単位を年1%削 減する。

製造設備 インバーターによるモーター劾導化、休日の変とおカット 予 熱時間題正化

工場照明 日射の室内導入、水鍛灯の省エネ 局 部照明の推進

工場全体 ェア漏れ保全によるコンブレッサー運転効率化

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 (実績)
( 17 )年 度

〈二酸化炭繁演算 (t))

目標年度 (計画)
(  1 9  )年 度

〈二&化炭素張第〈t))

削減率

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 2,906 t 2,847 t -20 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 1                 2,906 t 2              2,847 t -20 %

その他 の地球

温暖化対策 に

よる温室効果

ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組量等 く二酸化炭素換算 くt

森林の保全及び整備 (整備両取) (吸収玉) t

府内産の木材の利用 く利用■) m〕 くHJ減曇) t

自然エネルギーを利用 した電

力又は熱の供給

(売モ望) (ll減工) t

(熱快終■) (Frl減畳) t

グリーン電力の購入 くntr入埜) (削減逮) t

削減量等合計 t

差引排出量

(り,出合計―剛rt等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

Ⅲ1       2 90S t “〕●9     21847t -20 %

特 記 事 項 lT弊社では過去よリエネルギー消費効率の改善に取組んできており、生産品種の変化もありますが、1990年度を基準

として咋年度末時点で電力使用量35斉、燃料原油換算値30Mの削減を達成しています。

2 計 画期間においては温室効果ガスの排出量を年 1%ず つ削減に取組みます。
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